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1 ．はじめに

　若年層を対象とした特定地域への労働市場政策にはどのような効果が期待できるのだろうか。
本稿では，公的職業紹介に関する都道府県パネルデータや家計の個票パネルデータを用いて，
2000年代以降に実施された若年層への地域別労働市場政策（ジョブカフェに関する強化事業）が若

　 ＊　本稿の作成にあたっては，樋口美雄氏，直井道生氏，伊藤大貴氏をはじめ多くの方から有益なコメント
を頂戴した。また，慶應義塾大学パネルデータ設計・解析センターより「慶應義塾家計パネル調査」の個
票データ，厚生労働省より「職業安定業務統計」の都道府県データの提供を受けた。記して感謝したい。
なお，本稿のありうべき誤りは，すべて筆者達によるものである。
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＜要　　約＞
　本稿では，2000年代以降に実施された若年層への地域別労働市場政策であるジョブカフェに関
する強化事業の政策評価分析を実施した。まず，「職業安定業務統計」の都道府県パネルデータ
を用いて労働需給のマッチング関数を推計し，事業対象のモデル地域でジョブマッチングの効率
性が高まったかを検証した。その結果，2005‒07年度にかけて，ジョブカフェ関連強化事業に
よってモデル地域でマッチング効率性が上昇していた可能性が示された。次に，家計パネルデー
タをもとに，変量効果プロビットモデルと傾向スコアマッチングを用いた DD分析を行い，個人
の雇用確率が高まったかについても検証した。その結果，総じてみればモデル地域で正規雇用や
非正規雇用の雇用確率が高まったという証左は得られなかった。これら 2つの分析結果から，
ジョブカフェ関連強化事業はジョブカフェ利用者の雇用を創り出した可能性はあるものの，地域
全体の若年層の雇用環境を改善するまで効果が大きかったとはいえないと指摘できる。

＜キーワード＞
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年層の雇用に与えた影響を定量的に明らかにする。
　就職氷河期と呼ばれた1990年代以降，日本の労働市場では若年層の雇用環境の悪化が続いた。
15‒24歳の完全失業率の推移をみると，1980年代までは 3 ‒ 5 ％前後の水準で推移していたものの，
バブル崩壊以降に他の年齢層を上回るスピードで上昇し，2000年代初頭には10％前後の水準と
なった。また，完全失業率だけでなく，非正規雇用比率も1990年代後半から急激に上昇し，2000
年代には学生を除く15‒24歳のうち 3人に 1人が非正規雇用として就業するようになった。一方，
若年層の雇用環境は地域による差も大きく，2003年時点の15‒24歳の完全失業率は北陸地方で
7.4％であるのに対して，北海道地方で12.9％，九州・沖縄地方で12.7％となっていた。このよう
な若年層における雇用環境は，経済格差，経済成長，社会保障など，経済の根幹にかかわる問題
として社会的な注目を集めるようになっていった。
　こうしたことを背景として，政府は若年層を対象とする労働市場政策に重点的に取り組むよう
になった。2003年 4 月には文部科学大臣・厚生労働大臣・経済産業大臣・経済財政政策担当大臣
をメンバーとする「若者自立・挑戦戦略会議」が発足し，同年 6月には「若者自立・挑戦プラ
ン」がとりまとめられた。同プランは省庁横断的であることに加え，政策の範囲も教育分野や雇
用分野，産業分野などと幅広く，若年層の雇用問題に包括的に取り組むものであった。同プラン
について，児美川（2010）や新井（2006）は，戦後初めての本格的な若年層雇用対策であると指
摘している。その後，2004年12月には「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」，2005年
10月には「若者の自立・挑戦のためのアクションプランの強化」など，若年層の雇用問題をター
ゲットとした複数の施策がとりまとめられた。
　幅広い分野をカバーした「若者自立・挑戦プラン」の中でも，地域ごとの若年者雇用対策の中
核として位置づけられたのが「ジョブカフェ（若年者のためのワンストップサービスセンター）」の
設置である。「ジョブカフェ」は，「若者の生の声を聞き，きめ細やかな効果のある政策を展開す
るための新たな仕組みとして，地域の主体的な取り組みによる若年者のためのワンストップサー
ビスセンター」と位置づけられている。具体的には，キャリアカウンセリングや就職活動に関す
る情報提供，併設された公共職業安定所と連携した職業紹介などが行われている。2004年の事業
開始以降，現在に至るまで香川県を除く46都道府県でジョブカフェが運営されている。
　ジョブカフェ事業の推進にあたっては，いくつかの付随的な強化事業が事業開始当初から実施
されている。具体的には2004‒06年度まで実施された「モデル事業」や，2006‒07年度に実施され
た「ジョブカフェ機能強化型若者・中小企業ネットワーク事業」，2008‒10年度に実施された
「ジョブカフェ地域ネットワーク強化事業」，2009‒10年度に実施された「中小企業雇用情勢対応
人材支援事業」，2011年度に実施された「中小企業若年者雇用環境整備推進事業」である。
　これらの強化事業を通して，経済産業省から特定の地域への重点的な支援が2004年度から2011
年度まで行われていた。また，2009年度および2010年度の支援については，リーマンショック後
の雇用情勢の悪化や地方における中小企業の雇用改善の必要性などを背景に，全国の中小企業を
母体とする日本商工会議所に業務委託する形で「ジョブカフェ地域ネットワーク強化事業」や
「中小企業雇用情勢対応人材支援事業」が実施された。これらの関連事業では，全国に設置した
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ジョブカフェに配分される厚生労働省予算に加え，経済産業省や日本商工会議所が選定した15‒
20ほどの対象地域に重点的に予算が配分された。その予算規模は，厚生労働省予算が25億‒30億
円程度であるのに対して，「モデル事業」は50億‒70億円程度，「ジョブカフェ機能強化型若者・
中小企業ネットワーク事業」で15億円程度，「ジョブカフェ地域ネットワーク強化事業」で 5億‒
15億円程度，「中小企業雇用情勢対応人材支援事業」で20億円程度，「中小企業若年者雇用環境整
備推進事業」で10億円程度が追加されている。
　ジョブカフェ関連事業は，積極的労働市場政策（Active Labor Market Policy， ALMP）の 1つと位
置づけることができる。積極的労働市場政策は，伝統的に行われてきた失業手当の給付を中心と
する消極的労働市場政策（Passive Labor Market Policy, PLMP）と異なり，職業訓練や職業紹介な
どを通じて失業者を積極的に労働市場に復帰させることを目的とした労働市場政策である。欧州
諸国を中心に1990年代頃から広く実施されてきており，1994年には「OECD雇用戦略」として，
また，2006年にも「OECD新雇用戦略」として，消極的労働市場政策から積極的労働市場政策
への移行が勧告されている。
　ただし，積極的労働市場政策にはいくつかの批判もみられる。たとえば，Boeri and Bruda

（1996）によると，積極的労働市場政策のプログラムへ参加することで失業者に負のシグナリン
グが生じてしまう可能性

1）
や，プログラムを通じて職を得た失業者の生産性が元々高いために，プ

ログラムへ参加しなかったとしても自力で職をみつけることができた可能性
2）
など，積極的労働市

場政策の効果そのものへの疑問が挙げられる。また，副次的な影響として，政策対象外の労働者
層の雇用がクラウディングアウトされて，結果的に労働市場全体では雇用が増加しない可能性な
ども指摘されている。
　これらの批判を受けて，労働経済学の分野では，欧米諸国のデータを用いた積極的労働市場政
策の効果を検証する研究が数多く実施されてきた。たとえば，Kluve（2010）では欧州19か国に
おける積極的労働市場政策を検証した137の実証研究のメタ・アナリシスを実施し，①職業訓練
プログラム，②雇用助成システム，③公的部門での直接雇用，④職探し効率化サービスの 4つの
積極的労働市場政策のうち，職探し効率化サービスが相対的に雇用確率を高める効果が大きいと
指摘している。また，Card et al.（2010）でも，欧州以外の国を含む26か国，97実証研究のメタ・
アナリシスの結果，職探し効率化サービスに含まれる「職探し支援プログラム（job search assis-

tance program）」で雇用や賃金に対して正の効果が得られやすい傾向にあると報告している
3）
。

 1）　たとえば，アメリカの賃金助成プログラムの効果測定を行った Burtless（1985）は，賃金助成プログラム
を利用した労働者の雇用確率はむしろ低下しており，その解釈として，一般に企業は助成プログラムを受
けた労働者の生産性が低いと予想しているため，低生産性の労働者を見極めるスクリーニング手段として
プログラムへの参加が利用されている可能性があると述べている。

 2）　Calmfors（1994）ではこのことをデッドウエイトロスと呼んでいる。
 3）　これら 2つのメタ・アナリシスの結果には，若年層以外を対象とする積極的労働市場政策に関する実証
研究も数多く含まれている。若年層を対象とした職探し効率化サービスを対象に行われた研究としては，
Blundell et al.（2004）が挙げられる。Blundell et al.（2004）は，イギリスで1998年から施行された若年向け
のニューディール政策（New Deal for Young People）を対象に，マッチング DD分析を行った結果， 4か月
間の gateway期と呼ばれる期間にカウンセリングを受けながら職を探した受講者の就業確率が男女ともに
高まると報告している。
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　日本のジョブカフェ関連事業の内容は，Kluve（2010）や Card et al.（2010）で効果があると示
された職探し効率化サービスに近いが，その政策評価については必ずしも十分に実施されてきた
とは言いがたい。筆者らの知る限り，ジョブカフェ関連事業の効果を実証的に分析した学術研究
は，高橋（2005）と永瀬・水落（2011）の 2 つしかない

4）
。高橋（2005）は1996年 7 月から2004年

8 月までの「職業安定業務統計」（厚生労働省）の都道府県別・年齢別の月次パネルデータを用い
て労働需給のマッチング関数を推計し，19‒29歳層ではジョブカフェ事業開始以降にマッチング
効率性が高まったという有意な結果は得られないと報告している。一方，永瀬・水落（2011）は，
2002年から2007年までの「労働力調査」（総務省）の月次個票データをもとに，居住都道府県の
ジョブカフェ利用率が高まると正規職への移行確率が高まるかを検証し，男性に関して正に有意
な効果があることを確認している。
　これら 2つの先行研究からは，ジョブカフェ事業が若年者の雇用に対して頑健的に正の効果を
もたらしたというコンセンサスは見出せない。また，先行研究ではジョブカフェ事業全般の政策
評価が実施されているが，「モデル事業」をはじめとする特定の地域に限定して多くの予算を配
分する付随的な強化事業にどの程度の効果があったのかについての検証は行われていない。上述
のとおり，日本の若年失業率は地域によって差が大きい。よって，モデル事業のように，対象地
域に多くの予算を配分することで失業率の地域間格差を是正できるのかを検証することは，今後
の雇用政策や地域政策のあり方を検討するうえでも重要な判断材料にもなりうる。
　そこで，本稿ではこのような問題意識をもとに，地域を限定した積極的労働市場政策と考えら
れるジョブカフェの強化事業の実証的な効果測定を実施する。分析には上述の 2つの先行研究を
踏まえ，「職業安定業務統計」にもとづく都道府県パネルデータと，家計の個票データを用いる。
前者では，ジョブカフェ関連強化事業の実施によって公的職業紹介のマッチング効率性が高まっ
たかどうかを検証するほか，後者では正規雇用や非正規雇用への就業確率が高まったかどうかを
検証する

5）
。

　本稿で得られた結果を要約すると以下のようになる。まず，都道府県パネルデータを用いて労
働需給のマッチング関数を推計したところ，ジョブカフェ関連強化事業の対象地域（モデル地域）
では2005‒07年度においてマッチング効率性が上昇した可能性が示唆された。次に，個人の雇用
状態について個票パネルデータを用いて変量効果プロビットモデルと傾向スコアマッチングを用
いた Difference-in-Differences分析（以下，DD分析）を行ったところ，総じてみればモデル地域
で正規雇用や非正規雇用の雇用確率が高まったという証左は得られなかった。これら 2つの分析

 4）　政府によるジョブカフェ関連事業の効果検証としては，利用者の満足度や就職決定率の調査・分析が行
われており，利用者の満足度や就職決定率の高さが報告されている。こうした効果検証も重要であるが，
個人属性や景気などの他の要因を考慮したうえで，利用者と非利用者，あるいは，モデル地域と非モデル
地域といった比較対象グループ（コントロールグループ）を設定した政策評価のフレームワークを用いた
厳密な検証も併せて必要といえる。

 5）　なお，海外の先行研究との比較では，本稿の検証は，チェコの積極的労働市場政策について，地域に追
加的な予算を投じることでより大きな成果があげられるかを検証した Boeri and Bruda（1996）と類似して
いる。Boeri and Bruda（1996）は1990年代初頭のチェコにおいて，積極的労働市場政策関連の予算が76地
域に振り分けられることを利用して，予算が多い地域ほど雇用が増加する傾向にあると報告している。
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結果から，ジョブカフェ関連強化事業はジョブカフェ利用者の雇用を創り出した可能性はあるも
のの，地域全体の若年層の雇用環境を改善するまで効果が大きかったとはいえないと指摘できる。
以下，次節では積極的労働市場政策としてのジョブカフェ事業の概要を整理するとともに，分析
アプローチについて説明する。 3節では本稿の分析に用いるデータおよび変数を紹介するととも
に，グラフを用いて若年雇用の趨勢を視覚的に把握する。 4節はマッチング関数と雇用確率関数
の推計結果を示す。最後に， 5節では本稿で得られた結果のまとめと今後の課題について記述す
る。

2．ジョブカフェ事業の概要と分析アプローチ

（ 1）強化事業の対象地域およびジョブカフェの対象年齢
　前節で述べたとおり，ジョブカフェ事業は，「若者自立・挑戦プラン」の中で，地域ごとの若
年者雇用対策の中核として位置づけられたものである。本稿では「モデル事業」をはじめとする，
特定の地域を対象に実施された付随的な強化事業の効果測定を実施する。以下，強化事業の対象
となった地域を「モデル地域」と呼ぶ。
　最初の強化事業であるモデル事業はジョブカフェ事業と同じく2004年度から実施された。当初
は15地域，2005年度にはさらに 5地域がモデル地域として選定され，2006年度まで続いた。2007
年度以降は事業の変遷に伴う対象地域の入れ替えがあり，最終的には事業が終了した2011年度ま
でに27道府県が何らかの強化事業の対象地域に指定された。各事業の対象地域の一覧は表 1のと
おりである。
　事業の対象となる労働者の年齢は地域によって異なる。ジョブカフェ事業には対象年齢の上限
が設けられており，おおむね35歳未満の若年者となっている。しかし，地域ごとに異なる労働市
場の状況に柔軟に対応するため，実際は各地域のジョブカフェが独自に対象年齢を設定しており，
各地域の上限年齢は表 2のようになっている。

（ 2）分析アプローチ
マッチング関数の推計
　本稿では，ジョブカフェ関連強化事業の効果測定を行うために， 2つのアプローチをとる。 1
つは労働市場における需給のマッチング効率性を計測するものである。具体的には，「職業安定
業務統計」を都道府県別月次パネルデータとして活用し，観察されない都道府県固有の要因をコ
ントロールしたうえで，労働需給のマッチング関数をパネル推計し，強化事業によってマッチン
グ効率性が高まったかどうかを検証する。
　マッチング関数とは，Petrongolo and Pissarides（2001）で紹介されているように，求職者数
U と求人数 V から一定の法則性のもとで新たな雇用（就職件数）M が生まれるメカニズムを

と定式化したものである
6）
。一般に，求職者数 U と求人数 V をコントロールしたう

えで生じる就職件数M の違いがマッチング効率性と解釈されており，本稿では，強化事業でモ
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デル地域に指定されていることで，マッチング効率性が高まるかを以下の DD分析の定式化で
検証する。
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表 1　強化事業の対象地域（モデル地域）

年度 事業名 対象地域

2004年度 モデル事業 北海道，青森県，岩手県，群馬県，千葉県，石川県，岐阜県，京都府，
大阪府，島根県，山口県，愛媛県，福岡県，長崎県，沖縄県

2005年度 モデル事業
北海道，青森県，岩手県，群馬県，千葉県，石川県，岐阜県，京都府，
大阪府，島根県，山口県，愛媛県，福岡県，長崎県，沖縄県，宮城県，
茨城県，新潟県，福井県，大分県

2006年度
モデル事業
ジョブカフェ機能強化型若者・
　中小企業ネットワーク事業

北海道，青森県，岩手県，群馬県，千葉県，石川県，岐阜県，京都府，
大阪府，島根県，山口県，愛媛県，福岡県，長崎県，沖縄県，宮城県，
茨城県，新潟県，福井県，大分県

2007年度 ジョブカフェ機能強化型若者・
　中小企業ネットワーク事業

北海道，青森県，岩手県，群馬県，千葉県，石川県，岐阜県，京都府，
大阪府，島根県，山口県，愛媛県，長崎県，沖縄県，宮城県，茨城県，
新潟県，福井県，大分県，広島県

2008年度 ジョブカフェ地域ネットワーク事業
北海道，青森県，岩手県，群馬県，千葉県，石川県，岐阜県，京都府，
大阪府，島根県，山口県，愛媛県，長崎県，沖縄県，宮城県，茨城県，
新潟県，福井県，大分県，広島県

2009年度
ジョブカフェ地域ネットワーク事業 青森県，宮城県，茨城県，群馬県，石川県，和歌山県，山口県，愛媛

県，大分県，鹿児島県，沖縄県

中小企業雇用情勢対応人材支援事業 北海道，岩手県，栃木県，千葉県，京都府，大阪府，広島県，長崎県，
熊本県

2010年度
ジョブカフェ地域ネットワーク事業 青森県，宮城県，茨城県，岩手県，群馬県，石川県，愛知県，和歌山

県，山口県，愛媛県，大分県，鹿児島県，沖縄県
中小企業雇用情勢対応人材支援事業 北海道，栃木県，千葉県，京都府，大阪府，広島県，長崎県，熊本県

2011年度 中小企業若年者雇用環境整備推進事業
北海道，青森県，岩手県，宮城県，茨城県，栃木県，群馬県，千葉県，
石川県，岐阜県，愛知県，京都府，大阪府，奈良県，和歌山県，広島
県，山口県，愛媛県，長崎県，熊本県，大分県，沖縄県

2012年度以降 経産省から特定地域への支援なし
出所：厚労省資料より作成。

表 2　各地域のジョブカフェが設定する対象年齢の上限

対象年齢 都道府県
 29歳以下 福岡県
 34歳以下
（35歳未満）

東京都，岐阜県，三重県，京都府，大阪府，岩手県，福島県，栃木県，
富山県，石川県，滋賀県，奈良県，和歌山県，熊本県，大分県，鹿児島県

 39歳以下
（40歳未満）

茨城県，千葉県，神奈川県，福井県，山梨県，静岡県，兵庫県，山口県，
愛媛県，高知県，埼玉県，岡山県，長崎県

 44歳以下 北海道，宮崎県，新潟県，長野県，広島県，沖縄県，青森県，山形県，
群馬県，愛知県，鳥取県，島根県，徳島県，佐賀県

出所：各ジョブカフェ HPより作成。

 6）　前節で紹介した高橋（2005）の他，神林・水町（2014）や佐々木（2007）など，「職業安定業務統計」を
用いてマッチング関数を推計した研究はいくつか存在する。
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　ここでMitmは都道府県 i の t年m月における月間就職件数（自然対数値），Ditmは強化事業の
対象都道府県に関するモデル地域ダミー変数

7）
（モデル地域であれば 1，そうでなければ 0），Ttmは

年度ダミー変数ベクトル，Uitmは月間有効求職者数（自然対数値），Vitmは月間有効求人数（自然
対数値），dtmは景気ダミー変数（景気の谷であれば 1，そうでなければ 0），dmは月ダミー， fiは
都道府県固有の時間不変の要因， itmf は誤差項をそれぞれ表している。
　今回の推計では，強化事業の実施期間（2005年 1 月‒2012年 3 月）と実施後（2012年 4 月‒2013年
12月）を比較する

8）
。しかし，強化事業の種類が複数あるため，（1）式では，2005年度から2012年

度の各年度ダミー Ttmを用いて政策効果が生じたかどうかを年単位で確認する。強化事業が終了
した後の2013年度をベースにしているため

9）
，モデル地域ダミーと2005‒11年度の各年度ダミーと

の交差項 TD tmitm の係数ベクトル 2b に平均処置効果（Average Treatment Effect, ATE）が反映され
ることになる。具体的には， 2b の2005‒11年度の係数が有意にプラスであれば，モデル地域にお
いて強化事業実施期間のマッチング効率性が高く，ジョブカフェ関連強化事業の政策効果があっ
たと判断できる。
　また，近年の研究では，マッチング効率性が職探し効率化サービスによってもたらされる可能
性を考慮し，求職行動の効率性 cを明示的に取り入れた というマッチング関数を
想定することも多い（Petrongolo and Pissarides, 2001; 太田，2010）。こうした点に鑑み，本稿では，
強化事業が求職・求人双方のマッチングを効率化させただけでなく，求職行動あるいは求人行動
の効率化を特に促進した可能性を考慮し，（1）式に加えて，月間有効求職者数Uitmと月間有効求
人数 Vitmにそれぞれモデル地域ダミー Diと年度ダミー Ttmの交差項を入れた（2）式も推計する。
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この（2）式において 6c や 9c がプラスに有意となった場合，強化事業が特に求職行動や求人行動
の効率化を通してマッチング効率性を高めていたと解釈することができる。
雇用確率関数の推計
　本稿では，強化事業の効果を検証するもう 1つのアプローチとして，家計を対象とした年次パ
ネル調査を用いた雇用確率関数の推計を行う。具体的には，個票パネルデータを活用し，観測さ
れない個人固有の要因やその他の要因をコントロールしたうえで個人の雇用確率関数をパネル推

 7）　モデル地域の選定要件には，「若年雇用情勢が厳しいこと」が含まれているが，2004‒2005年でモデル地
域に選定された地域を 1とするダミー変数を，35歳未満における完全失業率に回帰するプロビット推計を
行ったところ，有意な結果はえられなかった。

 8）　モデル事業は2004年度から開始されているが，本稿で利用できたデータは2005年 1 月からのため，2004
年 4 月から12月までの期間は分析対象に入れていない。

 9）　強化事業が終了した後は，特定地域に優先的に予算が配分されることはなくなったため，2013年度には
直接的な政策効果はみられないと仮定し，事業終了後の2013年度との対比に焦点を当てる。
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計することにより，強化事業の対象地域で正規雇用や非正規雇用への就業確率が高まるかどうか
を，以下の DD分析の定式化で検証する。

 T T XY D D S f1 3 52 4 6t t itit i i i i itd d dd d d f= + + + + + + +  （3）

　ここで Yitは個人 iの t年における雇用状態に関するダミー変数，具体的には雇用者（あるいは
正規雇用，非正規雇用）であれば 1，そうでなければ 0をとるダミー変数を表している。Diは強
化事業の対象地域に関するモデル地域ダミー変数（モデル地域に居住していれば 1，そうでなけれ
ば 0）， Ttは年ダミー変数ベクトル，Siは中卒・高卒ダミー（最終学歴が中卒または高卒であれば
1，そうでなければ 0），Xitはこれらの他に個人の就業確率に影響を与えると考えられる要因の
コントロール変数ベクトル（年齢，結婚ダミー， 6歳未満子どもありダミー，親同居ダミー，同居人
数，非勤労所得，居住都道府県の GDP成長率）， fiは時間不変の固有要因， itf は誤差項をそれぞれ
表している。
　（1）式，（2）式と同様に，事業対象のモデル地域ダミー Diと年ダミー変数ベクトル Tt の交差
項の係数ベクトル 2d に平均処置効果（ATE）が反映されると考える。ただし，後述するように，
この推計で用いるパネルデータは毎年 1月を調査時点とする家計パネル調査にもとづくため，
2004年のデータは強化事業実施開始月（2004年 4 月）の前の情報となる。そこで，強化事業実施
前（2004年）と実施期間（2005‒12年）の違いを各年ごとに比較できるように，2004年を年ダミー
変数のベースにおく。よって，2005‒12年の各年の係数が有意にプラスであれば，モデル地域で
雇用確率が高く，ジョブカフェの強化事業の政策効果があったと判断できる。
　さらに，どのような属性の若年層に効果があったかを検証するために，（3）式に加えて，中
卒・高卒ダミー Siにモデル地域ダミー Diと年ダミー変数ベクトル Ttの交差項を入れた（4）式も
推計する。

 
T T

T T X

Y D D

D D fY S

1 3

5 7

2 4

6 8 9

t t

t t it

it i i

i i i i itit 1

i i

i i i

i i

i i fi

= + + +

+ + + + + += +] g
 （4）

　この（4）式において 6i がプラスに有意となった場合，強化事業が特に中卒や高卒の若年層の雇
用確率を高めていたと解釈することができる。これら（3）式と（4）式を変量効果プロビットモデル
として推計する。

3．データ

（ 1）利用データと変数
　本稿で用いるデータは都道府県パネルデータの「職業安定業務統計（以下，職安統計）」（厚生
労働省）と，個票パネルデータの「慶應義塾家計パネル調査（Keio Household Panel Survey，以下

KHPS）」である。
　職安統計は厚生労働省が毎月末に公表している統計で，公共職業安定所で扱った求人，求職，
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就職の状況（ただし，新規学卒者を除いたもの）をとりまとめたものである。今回利用可能となっ
たデータは，都道府県別・年齢階級別のものであり，表 2に示した都道府県ごとに異なるジョブ
カフェの対象年齢に合わせ，サンプルを絞り込んでいる。また，ジョブカフェの設置がない香川
県はサンプルから除いている。データの期間は2005年 1 月‒2013年12月である。本来であればモ
デル事業が開始された2004年以前からのデータを用いることが望ましいが，月間有効求人数の算
出法が2004年以前と2005年以降で異なるため，2005年以降のデータしか用いることができない

10）
。

推計に用いる変数は，月間就職件数Mitm，月間有効求職者数 Uitm，月間有効求人数 Vitm，モデ
ル地域ダミー Ditm，年度ダミー Ttmなど，（1）および（2）式で説明したものであり，基本統計量は
表 3のとおりである。
　KHPSは，全国に居住する20‒69歳の男女から層化 2段階抽出法により無作為に抽出された個
人について，毎年 1月末時点の状態を調査する追跡調査であり，2004年から実施されている。本
稿では，都道府県ごとの景気のコントロール変数である GDP成長率が執筆時点で利用可能な
2004‒12年調査を用いて分析を行う。また，職安統計と同様に，都道府県ごとに異なるジョブカ
フェの対象年齢に合わせ，サンプルを絞り込んでいるほか，ジョブカフェの設置がない香川県の
在住者はサンプルから除いている。
　KHPSでは個人の就業形態が利用可能であり，就業者か非就業者か，雇用者か自営業者か，雇
用者であれば正規雇用（常勤の職員・従業員（正規社員））か，非正規雇用（契約社員，アルバイ
ト・パートタイマー，派遣社員，嘱託）かを把握することができる。ジョブカフェにおける職業紹
介は企業と若年者のマッチングを対象としていると考えられるため，本稿では雇用されていれば
1，そうでなければ 0とする雇用ダミー，正規雇用ダミー，非正規雇用ダミーに着目する。
　強化事業の効果の検証には，事業の対象都道府県に居住しており，かつ，居住市町村内にジョ
ブカフェがあれば 1，そうでなければ 0とするダミーを用いている。その理由は，ジョブカフェ
設置数は 1つの都道府県当たり多くても 4 ‒ 5 か所程度であり，その効果を直接受ける範囲は都
道府県全域よりも小さい市町村単位であると考えられるからである。さらに，どのような層にモ
デル事業の効果があったかを検証するために，個人の最終学歴を変数として用いる。具体的には，
最終学歴が中卒もしくは高卒であれば 1，そうでなければ 0をとるダミー変数として用いる。そ
の他，結婚ダミーや非勤労所得などをコントロール変数として用いる。KHPSの基本統計量は
表 4のとおりである。

（ 2）データ概観：2004年以降の若年労働市場の推移
　次節以降の DD分析に先立ち，データから読み取れる若年雇用の基本的な動向を視覚的に把握
する。まず，職安統計を用いて都道府県レベルの若年労働市場の大勢を概観したい。図 1～ 3は
モデル地域・非モデル地域それぞれについて，ジョブカフェの対象年齢における月間就職件数，

10）　男女別の分析も重要だが，都道府県別・年齢階級別・男女別のデータは利用できなかったため，マッチ
ング関数の推計は男女計のデータでのみ実施する。ただし，KHPSを用いた雇用確率の推計では，男女別の
検証も行う。
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月間有効求職者数，月間有効求人数の平均値の年推移を表したものである。なお，図中のマー
カーごとの縦線は95％信頼区間を表している。
　図 1をみると，月間就職件数はいずれの年度でもモデル地域のほうが非モデル地域よりも多い
が，2009年度から2010年度にかけてその差が拡大しているようにみえる。一方で，図 2の月間有
効求職者数をみると，2009年度まではほとんど差がないが，2010‒11年度にかけてモデル地域の
ほうが多くなっている。また，図 3の月間有効求人数をみると，2009年度までは非モデル地域の
ほうが多いものの，2010年度以降は逆にモデル地域のほうが多くなっている。これらのことから，
マッチング関数のインプットである職安利用の求職者数や求人数は2010年度頃から増加し，それ
に伴って就職件数も増えた可能性が示唆される。一方で，2009年度まではモデル地域のほうが求
人数が少ないのにもかかわらず，就職件数では非モデル地域を上回っていることから，ジョブカ
フェ関連強化事業がマッチング効率性を高めていた可能性があることも否定できない。これらの
図を概観するだけでは，モデル地域における就職件数の相対的な増加が求人や求職といったイン
プットの増加によるものなのか，あるいは，マッチング効率性の上昇によるものなのかは判断す
ることができない。また，信頼区間の大きさからすると，これらの差は統計的な有意性が必ずし
も高くないと予想されるほか，他の要因についてもコントロールされていない。よって，ジョブ
カフェ関連強化事業がモデル地域のマッチング効率性を高めたかどうかについては，次節での
DD分析で厳密に検証する必要がある。
　次に，KHPSを用いて男女別の雇用率の推移について把握する。図 4～ 5はモデル地域・非モ
デル地域における男性および女性の雇用率の推移を表している。これらをみると，まず，図 4の

表 3　職安統計の基本統計量

変数名 サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
月間就職件数 4,968 1851.765 1118.031  408   6531
月間有効求職者数 4,968 24760.56 20116.87 4875 106987
月間有効求人数 4,968 20719.45 22251.33 3059 176811
事業対象地域ダミー（都道府県） 4,968 0.4716184 0.4992441 0 1
景気の谷ダミー 4,968 0.1851852 0.3884868 0 1

表 4　KHPSの基本統計量

変数名 サンプルサイズ 平均値 標準偏差 最小値 最大値
雇用率 9,943 0.660163 0.473678 0 1
正規雇用率 9,943 0.441215 0.496557 0 1
非正規雇用率 9,943 0.204667 0.403478 0 1
事業対象地域ダミー（市町村） 9,943 0.079352 0.270301 0 1
年齢 9,943 33.23876 5.648662 19 44
結婚ダミー 9,943 0.748165 0.434089 0 1
6 歳未満子どもありダミー 9,943 0.4561 0.498094 0 1
中卒・高卒ダミー 9,943 0.521774 0.499551 0 1
親同居ダミー 9,943 0.239566 0.42684 0 1
同居家族人数 9,943 3.766067 1.424626 1 10
非勤労所得 9,943 12.40714 77.59499 0 3000
居住地 GDP成長率 9,943 1.168852 2.656536 －9.193148 9.51476
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男性については，モデル地域の雇用率が非モデル地域のそれを下回る傾向があるが，もっとも予
算規模の大きいモデル事業が終了した影響が反映される2008年以降，その差が拡大しているよう
にみえる。したがって，強化事業によって大きな予算を投じることにより，対象となったモデル
地域の男性の雇用率が引き上げられていた可能性が示唆される。一方，女性については図 5にあ
るように，2008年まではモデル地域で雇用率が落ち込んでいるが，2010年にかけて上昇した後，

図 1　月間就職件数の年推移
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出所：職業安定業務統計より作成（図 3まで同様）。

図 2　月間有効求職者数の年推移
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2012年にかけて低下している。こうした傾向についても，次節で DD分析を用いてより厳密に検
証していく。

4．推計結果

（ 1）マッチング関数の推計結果
　（1）式と（2）式をそれぞれ変量効果モデルと固定効果モデルとしてパネル推計した結果は表 5の
とおりである。（a）～（b）列は（1）式の推計結果を，（c）～（d）列は（2）式の推計結果をそれぞれ表
している。表 5にはハウスマン検定の結果も掲載しているが，（1）式と（2）式ともに固定効果モデ
ルが支持されている。まず，（1）式の推計結果でハウスマン検定によって採択された（b）列に着
目すると，求職者数，求人数の係数が有意にプラスとなっているほか

11）
，モデル地域ダミー変数と

2005‒07年度の年度ダミー変数の交差項の係数も有意にプラスとなっている。このことから，
ジョブカフェ関連強化事業の対象地域では，2005‒07年度にマッチング効率性が高まっていたと
指摘できる。係数から判断すると，これらの事業によってモデル地域ではマッチング効率性が上
昇し，それまでと同じ求人・求職数でも， 3％多い就職件数を生み出すことができるようになっ
たと解釈できる。
　一方，求職行動や求人行動の効率性を考慮した（2）式の推計結果のうち，ハウスマン検定で採
択された（d）列に着目すると，モデル地域ダミー変数と2007年度の交差項の係数は有意にプラス

図 3　月間有効求人数の年推移
（件）
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11）　求職者数と求人数（いずれも自然体数値）の係数の合計は0.8‒0.9となっており，先述した高橋（2005）
などの先行研究の推計結果とおおむね整合的な結果である。
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となっているものの，2005年度および2006年度ダミーの交差項の係数は有意ではなくなっている。
また，求職者数および求人数に関する交差項の係数をみると，求職者数・モデル地域ダミー・年
度ダミーの 3変数の交差項の係数は有意でないものが多く，2010年度ダミーおよび2012年度ダ
ミーとの交差項については有意にマイナスとなっている。一方で，求人数・対象地域ダミー・年
度ダミーの 3変数の交差項の係数ついては，2010年度ダミーとの交差項で有意にプラスとなって
いるが，その他の年度については統計的に有意にゼロと異ならない。これらの結果からは，2005
‒07年度でモデル地域のマッチング効率性が向上していたことが確認できるものの，それが求

図 4　雇用率の推移：男性

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

モデル地域 非モデル地域

（年度）

注：図中の縦線は95％信頼区間。
出所：KHPSより作成（図 5も同様）。

図 5　雇用率の推移：女性
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人・求職行動のいずれが効率化したことによるかは特定できないといえる。
　以上のようにマッチング関数の推計結果からは，2005‒11年度の事業期間のうち，2005‒07年度
でのみマッチング効率性の向上が確認されたがこの理由としては以下のようなことが考えられる。
まず，予算規模の大きさである。2004‒06年度に実施されたモデル事業の予算規模は50億‒70億円
程度であり，これは2007年度以降に実施された強化事業の 3 ‒ 4 倍である。マッチング効率性を
向上させるには，一定以上の予算規模による支援が必要で2004‒06年のモデル事業の期間を中心
に政策効果が確認できたのはこのことが原因かもしれない。この点を厳密に検証するには，各モ
デル地域に配分された予算額のデータを説明変数として用いたマッチング関数の推計が必要とな
り今後の課題として残される。
　次に，事業そのものの違いや実施主体の違いによる影響も考えられる。2008年度は「ジョブカ
フェ機能強化型若者・中小企業ネットワーク事業」と「ジョブカフェ地域ネットワーク強化事
業」の変わり目に当たる。また，2009年度および2010年度は経済産業省に代わり日本商工会議所
がモデル地域へ支援を行っている。事業変更や実施主体変更に伴い，取り組み内容や支援体制が変
化したことで，マッチング効率性が期待されたように向上しなかった可能性が指摘できる。この点
についても各事業のより具体的な取り組み内容・支援体制の違いを考慮した検証も必要といえる。
　このほかの理由としては，景気後退といった外部要因の可能性も挙げられる。図 3をみると，
2007年度以降求人数は急速に減少し，2010年度からは持ち直し傾向にあるものの，2006年度以前
の水準までには回復していない。一方で求職者数は2008年度から上昇し2009‒11年度は高い水準
で推移していた。リーマンショックなど大規模な景気後退が生じたことによりハローワーク等の
職業紹介所に求職者が集中する混雑現象が生じ，そのために若年者のジョブマッチング機能が低
下した可能性も考えられる。これらの説明がどの程度当てはまるかは，今後の検証課題としたい。

（ 2）雇用確率関数の推計結果
　次に，表 6および表 7において，（3）式と（4）式を変量効果パネルプロビットモデルとして推計
した結果をみてみたい。表 6は男性，表 7は女性の推計結果をそれぞれ表しており，いずれも限
界効果を掲載している

12）
。それぞれの表において（a）～（c）列は（3）式の推計結果，（d）～（f）列は（4）

式の推計結果を表している。
　表 6の男性の結果に着目すると，雇用率と正規雇用率に関しては（1）式，（2）式のいずれの推計
結果においても，モデル地域ダミー変数と年ダミー変数の交差項，あるいは，中卒・高卒ダミー
との交差項の限界効果は有意ではない。また，（c）列の非正規雇用率に着目すると，モデル地域
と2005年および2012年ダミーの交差項の限界効果が有意にマイナスとなっている。さらに，非正
規雇用率について学歴による影響の違いを考慮した（f）列の結果も，モデル地域ダミーと年ダ
ミーとの交差項や中卒・高卒ダミーとの交差項がマイナスに有意となる傾向があることがわかる。

12）　ダミー変数を重ねた交差項の限界効果の解釈は難しく，推定方法もさまざまである。本稿の推定方法が
必ずしも厳密ではない可能性は十分に考えられる。なお，線形確率モデルによる推計でも同様の結果が得
られている。
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なお，2011年ダミーとの交差項の限界効果は有意にプラスであるが，限界効果はその他の結果よ
りも非常に大きく，属性を細分化したことによる小サンプルバイアスが生じている可能性もあり，
ここでの結果は幅を持ってみる必要があろう。
　これらの結果にもとづくと，ジョブカフェ関連強化事業の実施期間中，モデル地域で若年男性
労働者の雇用状況が改善したという証左は確認できないか，確認できたとしても限定的なもので
あるといえよう。
　次に，女性に関する推計結果である表 7をみると，（3）式の推計結果である（a）列および（c）列
では，モデル地域ダミーと2007年および2008年ダミーとの交差項の限界効果が有意にマイナスと
なっている。また，（4）式の推計結果である（f）列をみると，中卒・高卒ダミーとモデル地域ダ
ミーと2009‒12年までの各年ダミーとの交差項の限界効果も有意にマイナスとなっており，いず
れの結果においてもジョブカフェ関連強化事業が若年女性の雇用状況を改善した影響は確認でき
ない。
　なお，表 6～ 7で確認した雇用への影響については，補論において傾向スコアマッチングを用
いた頑健性分析も行っている。その結果，男性については2005年に無業や非正規雇用から正規雇
用への移行を通して雇用率が上昇した可能性が示唆されるが，そうした傾向は他の年や女性では
確認できないことがわかった。よって総じてみれば傾向スコアマッチングを用いた分析でも同様
の傾向が確認できたといえる。

5．おわりに

　本稿では，2000年代以降に実施された地域別の積極的労働市場政策（ジョブカフェに関する強化
事業）が若年層の雇用に与えた影響を，マッチング関数の推計や雇用確率関数を推計することに
より検証した。まず，職安統計の都道府県パネルデータによりマッチング関数をパネル推計した
ところ，ジョブカフェ関連強化事業が2005‒07年度においてモデル地域のマッチング効率性を高
めていた可能性が示唆された。次に，家計パネル調査である KHPSの個票データを用いて男女
別に雇用確率関数を変量効果プロビットモデルとして推計したほか傾向スコアマッチング分析を
実施した。総じてみればモデル地域で正規雇用や非正規雇用の雇用確率が高まったという証左は
得られなかった。これら 2つの分析結果から，ジョブカフェ関連強化事業はジョブカフェ利用者
の雇用を創り出した可能性はあるものの，地域全体の若年層の雇用環境を改善するまで効果が大
きかったとはいえないと指摘できる。このように，公共職業安定所のデータを用いた検証と家計
パネルデータを用いた検証ではジョブカフェ関連事業が若年雇用に与えた効果について異なる結
果が得られたが，この点については以下のように解釈できよう。まず 1つは，ジョブカフェ関連
事業がハローワークを拠点としたものであるため，必ずしも多くの労働者が同事業の恩恵を受け
ていない可能性である。一般にハローワークの利用率は低く，たとえば2008年の「雇用動向調
査」（厚生労働省）によると入職者の入職経路のうちハローワークはインターネットサービスを含
めても23％程度に過ぎない。このため，ジョブカフェ関連事業自体には利用者に関するマッチン
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表
6
　
雇
用
関
数
の
推
計
結
果
：
男
性
（
変
量
効
果
プ
ロ
ビ
ッ
ト
モ
デ
ル
）

（
a）

（
b）

（
c）

（
d）

（
e）

（
f）

雇
用
率

正
規
雇
用
率

非
正
規
雇
用
率

雇
用
率

正
規
雇
用
率

非
正
規
雇
用
率

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

－
0.
00
10
0

－
0.
02
53

0.
00
18
6

－
0.
00
05
53

0.
01
15

－
0.
00
14
6＊

－
（
0.
04
53
）

（
0.
00
37
6）

（
0.
00
74
2）

（
0.
02
10
）

（
0.
00
08
33
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
05
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
69

0.
02
17

－
0.
00
15
7＊

0.
00
04
04

0.
02
07

－
0.
00
13
0＊

（
0.
01
00
）

（
0.
02
86
）

（
0.
00
08
40
）

（
0.
00
52
8）

（
0.
02
80
）

（
0.
00
07
17
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
06
年
ダ
ミ
ー

0.
00
05
05

0.
01
89

－
0.
00
14
4

－
0.
01
22

－
0.
00
89
7

－
0.
00
12
0＊

（
0.
00
61
2）

（
0.
02
44
）

（
0.
00
08
77
）

（
0.
10
1）

（
0.
04
44
）

（
0.
00
06
84
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
07
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
04

0.
00
73
9

－
0.
00
01
54

0.
00
05
98

0.
00
03
04

－
0.
00
08
08

（
0.
00
90
6）

（
0.
02
22
）

（
0.
00
26
9）

（
0.
00
78
1）

（
0.
03
24
）

（
0.
00
10
5）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
08
年
ダ
ミ
ー

0.
00
04
98

0.
01
83

－
0.
00
14
4

－
0.
00
04
37

0.
01
65

－
0.
00
12
2＊

（
0.
00
61
3）

（
0.
02
40
）

（
0.
00
09
25
）

（
0.
00
51
3）

（
0.
02
33
）

（
0.
00
06
72
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
09
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
69

0.
01
85

0.
00
34
8

0.
00
06
00

0.
01
75

－
0.
00
04
06

（
0.
01
01
）

（
0.
02
44
）

（
0.
01
04
）

（
0.
00
78
0）

（
0.
02
42
）

（
0.
00
24
8）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
10
年
ダ
ミ
ー

0.
00
05
49

0.
01
68

－
0.
00
01
23

0.
00
03
38

0.
01
77

－
0.
00
10
7

（
0.
00
68
4）

（
0.
02
28
）

（
0.
00
39
2）

（
0.
00
46
7）

（
0.
02
45
）

（
0.
00
07
94
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
11
年
ダ
ミ
ー

－
0.
00
37
3

0.
00
93
7

－
0.
00
09
52

－
0.
03
09

0.
01
86

－
0.
00
13
2＊

（
0.
04
04
）

（
0.
02
63
）

（
0.
00
19
6）

（
0.
23
0）

（
0.
02
55
）

（
0.
00
07
29
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
12
年
ダ
ミ
ー

－
0.
00
13
5

0.
02
09

－
0.
00
17
1＊

－
0.
01
18

0.
01
94

－
0.
00
13
0＊

（
0.
01
52
）

（
0.
02
77
）

（
0.
00
09
02
）

（
0.
09
77
）

（
0.
02
65
）

（
0.
00
07
17
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

0.
00
02
42

－
0.
10
3

0.
08
29

（
0.
00
29
9）

（
0.
15
5）

（
0.
09
91
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
05
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
17

0.
00
78
2

0.
04
48

（
0.
00
94
8）

（
0.
03
22
）

（
0.
09
88
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
06
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
28

0.
02
13

0.
01
13

（
0.
00
96
6）

（
0.
02
98
）

（
0.
03
94
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
07
年
ダ
ミ
ー

0.
00
04
18

0.
01
68

0.
01
66

（
0.
00
47
7）

（
0.
02
54
）

（
0.
05
10
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
08
年
ダ
ミ
ー

0.
00
06
99

0.
01
83

－
0.
00
12
5＊

（
0.
00
92
1）

（
0.
02
66
）

（
0.
00
06
94
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
09
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
08

0.
01
78

－
0.
00
12
4＊

（
0.
00
94
0）

（
0.
02
97
）

（
0.
00
06
90
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
10
年
ダ
ミ
ー

－
0.
00
07
63

－
0.
09
46

－
0.
00
12
2＊

（
0.
01
29
）

（
0.
24
1）

（
0.
00
06
82
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
11
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
21

－
0.
59
0

0.
99
9＊
＊
＊

（
0.
00
95
9）

（
0.
45
9）

（
0.
00
08
95
）
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中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
12
年
ダ
ミ
ー

0.
00
07
18

0.
02
11

0.
35
8

（
0.
00
95
5）

（
0.
02
96
）

（
0.
28
1）

年
齢

－
9.
32

e－
05

0.
00
22
1

－
0.
00
04
79
＊
＊

－
8.
20

e－
05

0.
00
22
6

－
0.
00
03
82
＊
＊

（
0.
00
11
4）

（
0.
00
22
6）

（
0.
00
02
22
）

（
0.
00
10
1）

（
0.
00
24
0）

（
0.
00
01
85
）

結
婚
ダ
ミ
ー

0.
01
32

0.
15
7

－
0.
00
88
5

0.
01
22

0.
15
8

－
0.
00
75
5

（
0.
12
0）

（
0.
12
3）

（
0.
00
58
1）

（
0.
11
3）

（
0.
12
6）

（
0.
00
50
8）

6
歳
未
満
子
ど
も
ダ
ミ
ー

0.
00
10
3

0.
02
39

－
0.
00
03
12

0.
00
09
71

0.
02
18

－
9.
80

e－
05

（
0.
01
23
）

（
0.
02
74
）

（
0.
00
12
1）

（
0.
01
17
）

（
0.
02
59
）

（
0.
00
09
39
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー

－
0.
00
12
0

－
0.
00
76
9

－
0.
00
22
2＊

－
0.
00
05
49

0.
00
59
6

－
0.
00
18
1

（
0.
01
39
）

（
0.
01
61
）

（
0.
00
12
8）

（
0.
00
63
9）

（
0.
01
58
）

（
0.
00
12
7）

親
同
居
ダ
ミ
ー

－
0.
00
01
01

－
0.
01
77

0.
00
25
1

－
2.
26

e－
06

－
0.
01
51

0.
00
20
7

（
0.
00
19
2）

（
0.
02
76
）

（
0.
00
23
4）

（
0.
00
09
17
）

（
0.
02
55
）

（
0.
00
19
8）

同
居
人
数

－
0.
00
08
54

－
0.
01
25

－
0.
00
03
92

－
0.
00
08
29

－
0.
01
24

－
0.
00
03
29

（
0.
01
00
）

（
0.
01
38
）

（
0.
00
04
34
）

（
0.
00
97
9）

（
0.
01
41
）

（
0.
00
03
49
）

非
勤
労
所
得

－
8.
06

e－
07

－
1.
83

e－
05

1.
02

e－
06

－
7.
43

e－
07

－
1.
66

e－
05

5.
30

e－
07

（
1.
00

e－
05
）

（
2.
96

e－
05
）

（
1.
57

e－
06
）

（
9.
29

e－
06
）

（
2.
84

e－
05
）

（
1.
26

e－
06
）

G
D

P
成
長
率

8.
93

e－
05

0.
00
08
52

0.
00
01
95

8.
87

e－
05

0.
00
11
2

0.
00
01
22

（
0.
00
10
7）

（
0.
00
17
2）

（
0.
00
01
63
）

（
0.
00
10
7）

（
0.
00
19
3）

（
0.
00
01
24
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
各
年
ダ
ミ
ー

N
o

N
o

N
o

Ye
s

Ye
s

Ye
s

各
年
ダ
ミ
ー

Ye
s

Ye
s

Ye
s

Ye
s

Ye
s

Ye
s

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

4,
53
5

4,
53
5

4,
53
5

4,
53
5

4,
53
5

4,
53
5

疑
似
対
数
尤
度

－
13
03

.2
55

－
15
74

.0
71

－
80
2.
90
64
5

－
12
93

.4
41
5

－
15
60

.3
68
9

－
79
1.
57
08
2

注
1
：
数
値
は
限
界
効
果
。（
　
）
内
は
ロ
バ
ス
ト
標
準
誤
差
。

　
2
：
＊
＊
＊
は
有
意
水
準
1
％
，
＊
＊
は
5
％
，
＊
は
10
％
で
統
計
的
に
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。
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表
7
　
雇
用
関
数
の
推
計
結
果
：
女
性
（
変
量
効
果
プ
ロ
ビ
ッ
ト
モ
デ
ル
）

（
a）

（
b）

（
c）

（
d）

（
e）

（
f）

雇
用
率

正
規
雇
用
率

非
正
規
雇
用
率

雇
用
率

正
規
雇
用
率

非
正
規
雇
用
率

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

0.
11
5

0.
00
36
3

0.
09
62

0.
07
01

0.
00
39
5

0.
08
42

（
0.
10
2）

（
0.
00
65
6）

（
0.
08
60
）

（
0.
15
6）

（
0.
00
79
7）

（
0.
11
0）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
05
年
ダ
ミ
ー

－
0.
11
8

0.
00
12
0

－
0.
09
38
＊
＊

－
0.
09
42

0.
00
13
0

－
0.
08
68
＊

（
0.
13
6）

（
0.
00
40
1）

（
0.
04
46
）

（
0.
13
9）

（
0.
00
41
6）

（
0.
04
45
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
06
年
ダ
ミ
ー

－
0.
15
4

0.
00
07
03

－
0.
07
09

－
0.
11
7

0.
00
04
65

－
0.
05
46

（
0.
12
8）

（
0.
00
42
8）

（
0.
06
45
）

（
0.
14
2）

（
0.
00
38
5）

（
0.
07
42
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
07
年
ダ
ミ
ー

－
0.
23
7＊

－
0.
00
16
1

－
0.
10
3＊
＊

－
0.
22
8

－
0.
00
11
5

－
0.
10
7＊
＊

（
0.
14
3）

（
0.
00
23
3）

（
0.
04
81
）

（
0.
14
6）

（
0.
00
18
6）

（
0.
04
79
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
08
年
ダ
ミ
ー

－
0.
39
9＊
＊
＊

－
0.
00
20
6

－
0.
14
1＊
＊
＊

－
0.
40
9＊
＊
＊

－
0.
00
14
0

－
0.
14
7＊
＊
＊

（
0.
11
0）

（
0.
00
28
0）

（
0.
03
28
）

（
0.
10
7）

（
0.
00
21
1）

（
0.
02
43
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
09
年
ダ
ミ
ー

－
0.
24
3

－
0.
00
22
2

－
0.
04
48

－
0.
08
25

－
0.
00
17
8

0.
07
16

（
0.
15
5）

（
0.
00
30
4）

（
0.
08
85
）

（
0.
14
6）

（
0.
00
26
1）

（
0.
13
6）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
10
年
ダ
ミ
ー

－
0.
12
1

－
0.
00
22
5

－
0.
01
70

－
0.
08
87

－
0.
00
19
7

0.
06
42

（
0.
20
1）

（
0.
00
31
1）

（
0.
11
6）

（
0.
20
6）

（
0.
00
28
8）

（
0.
16
5）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
11
年
ダ
ミ
ー

－
0.
25
7

－
0.
00
21
2

－
0.
11
1＊
＊

－
0.
23
0

－
0.
00
17
0

－
0.
07
16

（
0.
18
3）

（
0.
00
29
0）

（
0.
05
66
）

（
0.
18
5）

（
0.
00
24
9）

（
0.
08
56
）

モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）
×
20
12
年
ダ
ミ
ー

－
0.
29
1

－
0.
00
21
7

－
0.
10
4

－
0.
31
7

－
0.
00
17
5

－
0.
06
07

（
0.
21
3）

（
0.
00
29
7）

（
0.
06
41
）

（
0.
20
9）

（
0.
00
25
6）

（
0.
09
61
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

0.
08
36

－
0.
00
07
90

0.
01
75

（
0.
17
1）

（
0.
00
17
5）

（
0.
11
0）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
05
年
ダ
ミ
ー

－
0.
10
4

－
0.
00
07
14

－
0.
03
13

（
0.
30
1）

（
0.
00
19
8）

（
0.
15
0）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
06
年
ダ
ミ
ー

－
0.
19
0

－
9.
78

e－
05

－
0.
08
43

（
0.
27
4）

（
0.
00
35
7）

（
0.
09
93
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
07
年
ダ
ミ
ー

－
0.
07
57

－
0.
00
14
7

0.
10
1

（
0.
33
9）

（
0.
00
24
9）

（
0.
21
2）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
08
年
ダ
ミ
ー

0.
06
00

－
0.
00
17
7

0.
34
7

（
0.
34
3）

（
0.
00
26
1）

（
0.
42
1）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
09
年
ダ
ミ
ー

－
0.
54
1＊
＊
＊

－
0.
00
17
1

－
0.
16
5＊
＊
＊

（
0.
12
7）

（
0.
00
25
0）

（
0.
01
69
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
10
年
ダ
ミ
ー

－
0.
14
9

0.
99
8＊
＊
＊

－
0.
16
2＊
＊
＊

（
0.
46
1）

（
0.
00
25
5）

（
0.
01
67
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
11
年
ダ
ミ
ー

－
0.
22
2

－
0.
00
07
46

－
0.
16
3＊
＊
＊

（
0.
46
5）

（
0.
00
32
8）

（
0.
01
67
）



積極的労働市場政策と若年雇用 45
中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
モ
デ
ル
地
域
ダ
ミ
ー
（
市
町
村
）

　
　
　
　
　
　
　
　
×
20
12
年
ダ
ミ
ー

0.
11
8

0.
00
26
0

－
0.
16
3＊
＊
＊

（
0.
48
4）

（
0.
01
22
）

（
0.
01
67
）

年
齢

0.
00
05
80

－
0.
00
02
35

0.
00
11
9

0.
00
05
26

－
0.
00
01
85

0.
00
10
9

（
0.
00
45
4）

（
0.
00
02
84
）

（
0.
00
27
3）

（
0.
00
45
7）

（
0.
00
02
38
）

（
0.
00
26
7）

結
婚
ダ
ミ
ー

－
0.
40
1＊
＊
＊

－
0.
01
87

－
0.
10
2＊
＊

－
0.
40
2＊
＊
＊

－
0.
01
61

－
0.
10
1＊
＊

（
0.
04
28
）

（
0.
02
18
）

（
0.
04
68
）

（
0.
04
27
）

（
0.
02
00
）

（
0.
04
58
）

6
歳
未
満
子
ど
も
ダ
ミ
ー

－
0.
38
7＊
＊
＊

－
0.
00
30
6

－
0.
21
2＊
＊
＊

－
0.
38
2＊
＊
＊

－
0.
00
24
9

－
0.
20
5＊
＊
＊

（
0.
03
92
）

（
0.
00
37
7）

（
0.
02
32
）

（
0.
03
92
）

（
0.
00
32
8）

（
0.
02
29
）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー

－
0.
06
35

－
0.
00
93
2

0.
07
61
＊
＊
＊

－
0.
11
2＊

－
0.
00
67
1

0.
04
34

（
0.
04
88
）

（
0.
01
05
）

（
0.
02
92
）

（
0.
06
05
）

（
0.
00
83
9）

（
0.
03
71
）

親
同
居
ダ
ミ
ー

0.
22
2＊
＊
＊

0.
01
46

－
0.
02
35

0.
21
9＊
＊
＊

0.
01
41

－
0.
02
92

（
0.
05
18
）

（
0.
01
79
）

（
0.
03
35
）

（
0.
05
21
）

（
0.
01
79
）

（
0.
03
22
）

同
居
人
数

－
0.
05
40
＊
＊
＊

－
0.
00
20
5

0.
02
55
＊
＊

－
0.
05
36
＊
＊
＊

－
0.
00
17
6

0.
02
55
＊
＊

（
0.
01
93
）

（
0.
00
26
1）

（
0.
01
22
）

（
0.
01
94
）

（
0.
00
23
8）

（
0.
01
19
）

非
勤
労
所
得

－
0.
00
04
51
＊
＊

－
6.
45

e－
06

－
0.
00
01
72

－
0.
00
04
26
＊
＊

－
5.
42

e－
06

－
0.
00
01
65

（
0.
00
01
94
）

（
8.
98

e－
06
）

（
0.
00
01
23
）

（
0.
00
01
91
）

（
7.
95

e－
06
）

（
0.
00
01
19
）

G
D

P
成
長
率

0.
00
29
4

－
2.
43

e－
05

0.
00
13
1

0.
00
30
4

－
3.
26

e－
05

0.
00
14
9

（
0.
00
60
0）

（
0.
00
01
66
）

（
0.
00
38
8）

（
0.
00
60
2）

（
0.
00
01
41
）

（
0.
00
37
8）

中
卒
・
高
卒
ダ
ミ
ー
×
各
年
ダ
ミ
ー

N
o

N
o

N
o

Ye
s

Ye
s

Ye
s

各
年
ダ
ミ
ー

Ye
s

Ye
s

Ye
s

Ye
s

Ye
s

Ye
s

サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ

5,
40
8

5,
40
8

5,
40
8

5,
40
8

5,
40
8

5,
40
8

疑
似
対
数
尤
度

－
24
47

.4
92
7

－
15
23

.5
50
8

－
25
09

.5
98

－
24
41

.1
53
7

－
15
13

.3
29
4

－
24
92

.7
84
5

注
1
：
数
値
は
限
界
効
果
。（
　
）
内
は
ロ
バ
ス
ト
な
標
準
誤
差
。

　
2
：
＊
＊
＊
は
有
意
水
準
1
％
，
＊
＊
は
5
％
，
＊
は
10
％
で
統
計
的
に
有
意
で
あ
る
こ
と
を
示
す
。



三 田 商 学 研 究46

グ効率を高めるプラスの効果があったとしても，利用率が低いために，その地域に在住する労働
者全体に対しては効果が及ばなかった可能性がある。家計パネルデータを用いた検証で雇用率に
影響がみられなかったのは，こうした原因があるのかもしれない。
　次の解釈としては，積極的労働市場政策に対する批判として 1節でも触れたように，ジョブカ
フェ関連事業によって利用者の雇用確率が高まったとしても，クラウディングアウト効果によっ
て非利用者の雇用確率が低くなってしまった可能性である。KHPSのサンプルは各地域から無作
為抽出された個人が含まれているため，こうしたクラウディングアウトも含めた総合的な影響が
分析結果に反映されて，雇用に対して有意な影響が検出されなかったのかもしれない。
　もっとも，別の可能性として，利用した KHPSのサンプルサイズが大きくはないため，各地
域の影響が正しく補捉できていないことも十分考えられる。この点については，大規模データを
用いた検証を行うなど，追加的分析の必要性が高いといえよう。
　なお，今後の分析課題としては，大規模データを用いることのほかに，　ジョブカフェの利用
者と非利用者を識別したうえでそれぞれの影響と両者を合わせたネットの影響を検証すること，
ジョブカフェ関連事業が始まる2004年よりも前のデータを拡充した検証を実施すること，事業の
対象地域に配分された予算に応じた費用対効果を検証することなどが挙げられる。

補論：雇用確率関数のマッチング推計

　ジョブカフェ強化事業の政策評価分析の頑健性を確認する目的で，本稿では，傾向スコアを用
いたマッチング推計（propensity score matching）を用いた検証も行った。以下，その概要を説明
したい。
　傾向スコアを用いたマッチング推計は以下の手順で行った。まず，モデル地域ダミーを推計で
用いたその他の説明変数に回帰するプロビット推計を行い，強化事業の対象となる確率（傾向ス
コア）を求める。次に，その確率（傾向スコア）を用いて，実際は強化事業の対象であるサンプ
ルが，事業対象でなかった場合の仮想的なアウトプットの値を求める。そこで，実際に観測され
たアウトプットと，仮想的に算出されたアウトプットの差（D）をとり，その差を有意差検定す
る。以上の操作を 1年ごとに行い，得られた差が有意にプラスであれば，その年のモデル地域で
は非モデル地域に比べてアウトプットの値が高いと判断する。
　さらに，事業が実施されていない年で計算された差と，事業が実施されている年で計算された
差の 2つの差を用いて計算された差の差（DD）が有意にプラスであれば，事業の効果によりア
ウトプットが高まっていたと解釈することができる。なお，本稿の推計は biweightカーネル関
数を仮定したカーネル法により行っている。また，以下の推計ではすべて balancing propertyが
満たされていることを確認している。
　こうした手順で雇用確率関数をマッチング推計した結果は付表 1～ 2のとおりである。付表 1
は男性，付表 2は女性の推計結果をそれぞれ表している。また，DDは事業開始前の状態が反映
されている2004年との差の差を表している。
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　まず，男性に関する推計結果に着目する。雇用率をみると，2011年の Dが有意にマイナスと
なっているものの，2005年の DDが有意にプラスとなっている。同じく2005年の正規雇用率をみ
ると，Dおよび DDが有意にプラスとなっており，2004年と比較して正規雇用率が上昇している
ことがわかる。また，同年の非正規雇用率の Dが有意にマイナスとなっている。これらのこと
から，2005年に無業や非正規雇用から正規雇用への移行を通して雇用率が上昇した可能性が示唆
される。
　ただし，この傾向が確認できるのは2005年のみであり，各雇用率に関して事業実施期間の他の
年において DDが有意となっているものはない。したがって，強化事業により雇用率，特に正規
雇用率が向上する効果が示唆されたが，必ずしも実施期間全体にわたる効果ではないという意味
で，表 6で示された結果は傾向スコアマッチング推計に対しても頑健であると判断できよう。
　次に，女性に関する推計結果に着目する。付表 2をみると，いずれの指標においても DDが有
意にプラスとなっているものは確認できない。また非正規職率の DDが有意にマイナスとなるな
ど，表 7とほぼ同様の結果が得られている。よって，傾向スコアマッチング推計を用いても表 7
の結果は頑健であると判断できる。
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付表 1　雇用確率関数のマッチング推計結果：男性

付表 2　雇用確率関数のマッチング推計結果：女性

年 雇用率 正規雇用率 非正規雇用率
D DD D DD D DD

2004 －0.0738 －0.0758 0.0112
（0.0536） （0.0579） （0.0359）

2005 0.0599 0.134＊ 0.124＊＊ 0.200＊＊ －0.0595＊＊ －0.0707
（0.0494） （0.0729） （0.0544） （0.0795） （0.0289） （0.0461）

2006 －0.121 －0.0471 －0.082 －0.00613 －0.0327 －0.0439
（0.0729） （0.0905） （0.077） （0.0964） （0.0358） （0.0507）

2007 0.0152 0.089 －0.0223 0.0536 －0.00379 －0.0149
（0.0596） （0.0801） （0.0752） （0.0949） （0.044） （0.0568）

2008 －0.0652 0.00862 －0.0424 0.0334 －0.0195 －0.0307
（0.0715） （0.0893） （0.0761） （0.0956） （0.0434） （0.0564）

2009 －0.0924 －0.0186 －0.155 －0.0793 0.0744 0.0633
（0.0929） （0.107） （0.102） （0.117） （0.0711） （0.0796）

2010 －0.00537 0.0684 －0.00272 0.0731 0.00652 －0.00463
（0.107） （0.12） （0.115） （0.128） （0.0585） （0.0687）

2011 －0.361＊ －0.288 －0.417＊＊ －0.341 0.0726 0.0614
（0.19） （0.197） （0.189） （0.198） （0.127） （0.132）

2012 0.0329 0.107 0.111 0.186 －0.0664＊＊＊ －0.0776＊＊

（0.127） （0.138） （0.128） （0.14） （0.00547） （0.0363）
注 1：（　）内は標準誤差。
　 2：＊＊＊は有意水準 1％，＊＊は 5 ％，＊は10％で統計的に有意であることを示す。
　 3：Dは年内でのモデル地域・非モデル地域間の差。
　 4：DDは2004年との差の差。

年 雇用率 正規雇用率 非正規雇用率
D DD D DD D DD

2004 0.0377 －0.0532 0.103＊

（0.0615） （0.0417） （0.0589）
2005 －0.00442 －0.0422 0.0478 0.101 －0.0617 －0.165＊＊

（0.0526） （0.0809） （0.0468） （0.0627） （0.0488） （0.0765）
2006 －0.021 －0.0588 －0.0278 0.0254 0.0275 －0.0754

（0.0737） （0.096） （0.0608） （0.0738） （0.0651） （0.0878）
2007 －0.0858 －0.124 －0.00294 0.0502 －0.0981 －0.201＊＊

（0.0733） （0.0957） （0.0611） （0.074） （0.0643） （0.0872）
2008 －0.117 －0.155 －0.0374 0.0157 －0.116 －0.219＊＊

（0.0801） （0.101） （0.0618） （0.0745） （0.071） （0.0922）
2009 －0.0403 －0.0781 －0.0642 －0.0111 0.0498 －0.053

（0.0848） （0.105） （0.0635） （0.076） （0.0848） （0.103）
2010 0.0324 －0.00531 －0.226＊＊＊ －0.173＊＊＊ 0.149 0.0462

（0.0989） （0.116） （0.0494） （0.0647） （0.104） （0.12）
2011 －0.102 －0.139 －0.203＊＊＊ －0.15＊＊ 0.0321 －0.0708

（0.0993） （0.117） （0.0702） （0.0816） （0.101） （0.116）
2012 －0.135 －0.172 －0.162＊＊＊ －0.109 0.0505 －0.0524

（0.104） （0.12） （0.0709） （0.0823） （0.111） （0.125）
注 1：（　）内は標準誤差。
　 2：＊＊＊は有意水準 1％，＊＊は 5 ％，＊は10％で統計的に有意であることを示す。
　 3：Dは年内でのモデル地域・非モデル地域間の差。
　 4：DDは2004年との差の差。


